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▼職員数の状況

右記以外 再任用短時間 会計年度任用職員

令
和
５
年
度

４月１日現在 ４，００９人 ７６人 ４４人

年度途中の採用 １１人 ０人 ０人

年度途中の退職 ▲　６７人 ▲　３人 ０人　　　　　

３月３１日付の退職 ▲１６３人 ▲２６人 ▲２５人

年度末　　　      　（Ａ） ３，７９０人 ４７人 １９人

６
年
度

４月１日付の採用 （Ｂ） ２４７人 １３人 １７人

４月１日現在 （Ａ＋Ｂ） ４，０３７人 ６０人 ３６人

（注）会計年度任用職員はフルタイムのみ

職　種 区　分 応募者 採用者 競争率

一般事務
大学・短大 ５９４人 ４５人 １３．２倍

高　校 １３人 ０人 ー

一般事務
(障害者)

大学・短大 ２４人 １人 ２４．０倍

大学・短大・高校 ２８人 １人 ２８．０倍

土　木

大学・短大 １２人 ４人 ３．０倍

大学・短大・高校（追加） ４人 ０人 ー

高　校 ６人 １人 ６．０倍

実務経験者 １０人 ６人 １．７倍

実務経験者（追加） ５人 ２人 ２．５倍

建　築
大学・短大 ４人 １人 ４．０倍

実務経験者 ５人 １人 ５．０倍

電　気
大学・短大 ０人 ０人 ー

実務経験者 ４人 １人 ４．０倍

機　械
大学・短大 １人 ０人 ー

実務経験者 ４人 １人 ４．０倍

化　学

大学・短大 ６人 ０人 ー

大学・短大（追加） ４人 ０人 ー

実務経験者（追加） ４人 ２人 ２．０倍

消防・救急救命士 大学・短大 ９４人 ６人 １５．７倍

消　防 高　校 １４人 ３人 ４．７倍

保育士

大学・短大 ６４人 ２６人 ２．５倍

大学・短大（追加） ２人 ０人 ー

実務経験者 ９人 ５人 １．８倍

実務経験者（追加） ８人 ６人 １．３倍

保健師
大学・短大 １５人 ４人 ３．８倍

実務経験者 ６人 ２人 ３．０倍

学芸員 実務経験者 ２人 １人 ２．０倍

ＤＸ推進担当 実務経験者 １２人 １人 １２．０倍

社会福祉士 実務経験者 ３人 ２人 １．５倍

臨床検査技師 実務経験者 ４人 １人 ４．０倍

作業療法士 実務経験者 ２人 １人 ２．０倍

保健所医師 実務経験者 １人 １人 １．０倍

獣医師 ４人
４人 ２．３倍

薬剤師 ５人

環境員 １１人 ３人 ３．７倍

▼採用試験の状況

▼部門別職員数の状況

部　門 令和５年 ６年
対前年
増減数

主な増減理由

一
般
行
政
部
門

議　会 １４人 １４人 ０人

総　務 ３５２人 ３６２人 １０人 態勢充実のための増

税　務 １０７人 １０７人 ０人

民　生 １，０００人 ９９３人 ▲ ７人 人員配置見直しによる減

衛　生 ２３４人 ２３４人 ０人

労　働 ２人 ２人 ０人

農林水産 １８人 １８人 ０人

商　工 ３２人 ３３人 １人 人員配置見直しによる増

土　木 ２２１人 ２２４人 ３人 人員配置見直しによる増

小　計 １，９８０人 １，９８７人 ７人

特
別
行
政
部
門

教　育 １４０人 １４４人 ４人 態勢充実のための増

消　防 ３９８人 ４００人 ２人 人員配置見直しによる増

小　計 ５３８人 ５４４人 ６人

普通会計 計 ２，５１８人 ２，５３１人 １３人

公
営
企
業
等
会
計
部
門

病　院 １，２０８人 １，２２０人 １２人 態勢充実のための増

水　道 ９５人 ９３人 ▲ ２人 人員配置見直しによる減

下水道 ９４人 ９７人 ３人 人員配置見直しによる増

その他 ９４人 ９６人 ２人 態勢充実のための増

小　計 １，４９１人 １，５０６人 １５人

合　計 ４，００９人 ４，０３７人 ２８人

（注） 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を
保有する休職者・派遣職員・再任用（短時間を除く）などを
含み、会計年度任用職員を除く  （各年４月１日現在）

部　門 令和５年 ６年 ７年 ８年

一 般

計 画 ２，６１２人 ２，６１３人 ２，６１９人 ２，６２５人

職員数 － ２，６２７人

計画との差 － １４人

地方公営
企 業 等
(病 院･
上下水道)

計 画 １，３９７人 １，４０５人 １，４０６人 １，４０６人

職員数 － １，４１０人

計画との差 － ５人

合 計

計 画 ４，００９人 ４，０１８人 ４，０２５人 ４，０３１人

職員数 － ４，０３７人

計画との差 － １９人

（注） 再任用（短時間を除く）などを含み、会計年度任用職員を除く

▼定員適正化計画の進
しん

捗
ちょく

状況

（各年４月１日現在）

令和８年４月１日現在の

定員の数値目標 令和５年との比較

４，０３１人 ２２人増（＋０．５％）

任免・職員数の状況

人事行政の運営などの状況を公表
職員数・職員給与など、人事行政運営の状況を公表します。
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勤務時間
月～金曜日の週５日間

（祝休日、１２月２９日～翌年１月３日を除く）

１日当たりの
勤務時間

午前８時３０分～午後５時１５分
休憩時間を除き、７時間４５分勤務

区　分 新たに取得 前年度から継続

育児休業 １６９人 １５８人

部分休業 ４５人 ７６人

介護休暇 ２人 ０人

種 類 処分者数・処分事由　※延べ人数

降 任 ０人

免 職 ０人

休 職 ２１９人 心身の故障

降 給 ０人

種 類 処分者数・処分事由

戒 告 ０人

減 給 ２人 信用失墜行為

停 職 ３人 信用失墜行為

免 職 ０人

区　分 令和５年度許可件数 主な許可内容

営利企業等の従事 ６０件 スポーツ推進委員

名　称 受講人数 時間数

階
層
別
研
修

新入職員研修 ３２８人 ３４時間３０分

一般職員研修 １８６人 ２８時間３０分

中堅職員研修 ９２人 ３８時間３０分

役職別研修 ４０６人 ７１時間３０分

特別・専門研修 ３０５人 ４１時間

職場研修 ２５５人 －

派遣研修 ３１人 －

自
主
研
修

自主研究グループ ２２人 －

合　計 １，６２５人 －

事業名 実施事業

給 付 事 業 結婚・死亡・災害見舞金などの給付

貸 付 事 業 住宅・教育資金などの貸し付け

福 利 厚 生 事 業
クラブ助成、
生命保険の給与引き去りなど

区　分 対象者 受診者数

定 期
健康診断

短期人間ドック ３５歳以上 １，５０１人

一 般 上記以外 １，０３８人

そ の 他 の 健 康 診 断
深夜業務従事者ほか
特定職場勤務者

延べ１，４２３人

（注） 分限処分＝職員の身分保障を前提に、一定の事由がある
場合、公務能率を維持するために行う処分

（注） 懲戒処分＝職員の一定の義務違反に対する道義的責任を
問うことにより、規律と公務遂行の秩序を維持するため
に行う処分

人事行政の運営などの状況

（注）職員数は一宮市職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数。職名別内訳の再任用は常勤

等 級 等級別規準職務表に規定する規準となる職務 職員数 構成比 職　名　別　内　訳

１級 定型的な業務を行う職務 ２００人 １７．０％
主事（８０人）・社会福祉主事（８人）・技師（２１人）・書記（７８人）・
技手（１１人）・学芸員（１人）・司書（１人）

２級
特に高度の知識または経験を
必要とする業務を行う職務

１７８人 １５．１％
主事（１０４人）・社会福祉主事（９人）・技師（３５人）・学芸員（１人）・
司書（１人）・保育士（１人）・再任用（２７人）

３級 主任の職務 １３５人 １１．５％ 主任（１２３人）・再任用（１２人）

４級 主査の職務 ２１１人 １７．９％ 主査（２０７人）・清掃主任（４人）

５級 課長補佐の職務 ２３４人 １９．９％ 課長補佐（２３１人）・清掃監督（３人）

６級 専任課長の職務 １１９人 １０．１％ 出張所長（１０人）・専任課長（１０２人）・荘長（１人）・指導保育士（６人）

７級 課長の職務 ６４人 ５．５％ 課長（５４人）・担当課長（７人）・室長（３人）

８級 次長の職務 ２０人 １．７％ 次長（１７人）・事務局長（１人）・室長（１人）・会計管理者（１人）

９級 部長・参事の職務 １５人 １．３％ 部長（１２人）・事務局長（１人）・参事（２人）

合　計 １，１７６人 １００．０％ （令和６年４月１日現在）

▼一般行政職の等級別職員数の状況

勤務時間・その他勤務条件の状況

▼勤務時間の状況（標準的な形態）

▼休暇などの取得状況

１３．９日
年次有給休暇の平均取得日数
（令和５年４月～令和６年３月）

分限・懲戒処分の状況

▼分限処分の状況（令和５年度）

▼懲戒処分の状況（令和５年度）

服務の状況

研修・人事評価の状況

▼職員研修実績（令和５年度）

▼人事評価

福祉・利益保護の状況

能力評価・業績評価
（年１回）

勤勉手当・昇給に反映

▼互助会における事業の実施状況（令和５年度）

市負担額 会員数 互助会掛け金

２，３１２万１，６７０円 ４，００９人
市：給料月額の１．５／１０００
職員：　〃　　　４．０／１０００

▼職員健康診断実施状況（令和５年度）
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人事行政の運営などの状況

区　分 令和５年度中
令和６年３月３１日
時点の継続

勤務条件に関する措置の要求 ０件 ０件

不利益処分に関する不服申し立て ０件 ０件

区　分
住民基本台帳

人口
歳出額（Ａ） 実質収支 人件費（Ｂ）

人件費率
（Ｂ／Ａ）

４年度の
人件費率

普通会計決算 ３７万７，６６１人 １，３４０億３，２１３万円 ４６億６，８４９万２，０００円 ２１２億８０１万円 １５．８％ １５．３％

区　分
職員数
（Ａ）

給　与　費 １人当たり給与費
（Ｂ／Ａ）給　料 職員手当 期末・勤勉手当 計（Ｂ）

普通会計予算 ２，５８６人 ９１億８，８４９万７，０００円 ２１億３，４０４万８，０００円 ３８億３，９３３万３，０００円 １５１億６，１８７万８，０００円 ５８６万３，０００円

平均給料月額 平均給与月額
税・共済掛け金
控除後の手取り額

平均年齢

３１万１，８８７円 ３５万２，４１７円 ２５万５，９８９円 ３９歳３月

区　分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数３０年

一般行政職
大学卒 ２７万１，０６８円 ３６万１，７５７円 ４１万１，９４６円

高校卒 ２３万１，９００円 ２９万３，７５０円 ３６万９，２２５円

令和３年度 ４年度 ５年度

１００．６ １００．４ １００．４

区　分 内　容 月　額

扶養手当

子 １万円

満１６歳の年度初めから
満２２歳の年度末までの子

５，０００円加算

配偶者および扶養親族 ３，５００円～６，５００円

住居手当
借家　家賃額に応じて 最高限度額

２万８，０００円

通勤手当

２km以上の交通機関利用者 最高限度額
５万５，０００円

２km以上の交通用具利用者 ３，３００円～
１万９，４００円

区　分 支給率 支給対象職員
１人当たり

平均支給年額

普通会計決算 ６％ ２，５３１人 ２０万８，７１８円

区　分
手当の種類
（手当数）

代表的な手当
１人当たり

平均支給年額

普通会計決算 １５
清掃作業従事手当、
消防吏員消火・
救急作業従事手当

１万１，７６１円

区　分 支給総額
１人当たり

平均支給年額

普通会計決算 ４億９，１１１万円 ２２万２，１２１円

区　分 給料月額など
税・共済掛け金

控除後の手取り額

給料
市 長 １０９万６，０００円 ７７万１，２１５円

副 市 長 ９０万１，０００円 ６７万１，２７１円

報酬

議 長 ６４万８，０００円 ５５万２，８２０円

副 議 長 ５９万６，０００円 ５１万  ８５０円

議 員 ５５万３，０００円 ４７万４，４５５円

公益通報 相　談

０件 ０件

（令和６年４月１日現在）

（注） ラスパイレス指数＝国家公務員の給料を１００とした場合の市
職員の給料水準を示したもので、比較の対象は一般行政職

（注） 公益通報＝事業者に違反が生じ、または生じようとしてい
る旨を、そこで働く労働者が不正の目的ではなく、事業者
内部・行政機関、その他の事業者外部にする通報

（注） 人口は令和６年３月３１日現在で、人件費には特別職に支給する給料・報酬などを含む

（注） 退職手当１人当たり平均支給額は、令和５年度に退職した
全職種に係る職員に支給した平均額

公平委員会の報告事項 公益通報の状況

給与の状況

▼人件費の状況（令和５年度）

▼職員給与費の状況（令和６年度）

▼職員の平均給料・給与月額などの状況

▼職員の初任給の状況

大学卒

２０万２，４００円

高校卒

１７万９００円

一般行政職

▼職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

▼ラスパイレス指数の状況

▼期末・勤勉手当、退職手当の状況

期　末 勤　勉

６月期 １．２２５（０．６８７５）月分 １．０２５（０．４８７５）月分

１２月期 １．２２５（０．６８７５）月分 １．０２５（０．４８７５）月分

合　計 ２．４５ （１．３７５ ）月分 ２．０５ （０．９７５ ）月分

期末・勤勉手当

自己都合 定　年

勤続２０年 １９．６６９５月分 ２４．５８６８７５月分

勤続２５年 ２８．０３９５月分 ３３．２７０７５ 月分

勤続３５年 ３９．７５７５月分 ４７．７０９   月分

最高限度額 ４７．７０９ 月分 ４７．７０９   月分

退職手当

（ ）内は再任用

１人当たり平均支給額

定年・早期等退職者

２，０８４万８，１２０円

自己都合退職者

１９７万１，１６３円

▼扶養・住居・通勤手当の状況

▼地域手当の状況（令和５年度）

▼特殊勤務手当の状況（令和５年度）

▼時間外勤務手当の状況（令和５年度）

▼特別職の報酬などの状況

人事課　（２８）８９５３




